入 札 書

１．件名
普通財産の管理処分等業務に係る業務委託（本局管轄分）


２．入札金額
入札価格（金額）　　　　　　　￥　　　　　　 　 　　　 　 　円　(抜税)

(注) 金額には￥マークを頭書し、アラビア数字をもって明記すること。


３．業務内容
国提示の仕様書のとおり。


上記金額をもって入札いたします。

令和　　年　　月　　日
住　　　　所

商号又は名称

代表者氏名 　　　　　　　　　      



代理人氏名　　　　　　　　　　　　 
（自筆）


支出負担行為担当官
　沖縄総合事務局総務部長　　殿


内　訳　書

「普通財産の管理処分等業務に係る業務委託（本局管轄分）」の契約金額（単価等）について、以下のとおり提出します。

（令和８年度）
	区分
	業　務　内　容
	単　価
（円）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定額分
	・売払契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・新規貸付契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新（最低報酬額）

	
	
	

	
	・電柱等の貸付の契約更新

	
	
	

	
	・誤信使用財産等の現況等及び占使用者調査業務
	
	
	

	
	・境界確定補助業務における事前調査

	
	
	

	
	・境界確定補助業務における立会業務

	
	
	

	
	・国有財産台帳価格改定業務

	
	
	

	
	・予算決算及び会計令第99条第21号に基づく公共随契に係る時価貸付の改定・更新業務及び港湾法に基づく時価貸付の改定・更新業務
	
	
	

	
	・無償貸付契約の改定・契約更新

	
	
	

	
	・管理委託財産契約更新業務

	
	
	

	
	・その他一般管理業務
（車庫証明等の承認、承諾等事務、貸付財産に係る被災状況調査）
	
	
	

	
	・既往使用料の計算及び納付の折衝
・既往使用料納付確約書の取付け
・鑑定評価依頼等に係る決議書等の作成等
・増改築等の承認
・境界確定協議に係る決議書等の作成
・概算価格の計算及び買受勧奨
・その他附帯業務

	
	
	

	
	（注）単価には消費税及び地方消費税を含まないものとする。



	
区
分
	業　務　内　容
	平均的な告示
報酬額（円）
	割引率
（％）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定率分
	・売払契約

	
	
	
	

	
	・新規貸付契約

	
	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新
	
	
	
	

	
	（注）数値は正の整数又は０（ゼロ）とする。

	
	令和８年度計（円）
	


※　契約書第２４条で定める違約金額は、違約対象業務に係る委託費の額の倍額とする。
（注１）委託予定件数は予定であり、数量を保証するものではない。また、数量は国の都合により増減する。
（注２）国の都合により委託予定件数を変更しても受託者は損害賠償の請求をできないものとする。
（注３）内訳書は年度ごとに作成するものとする。ただし、各業務内容に係る各年度の単価及び割引率は全て同一のものとする。

	区分
	内容
	年間支払限度額

	立替金等
	令和８年度　遠隔地所在財産の現況等調査費
	


· 遠隔地所在財産の現況等調査費は、入札金額の対象としない。





内　訳　書

「普通財産の管理処分等業務に係る業務委託（本局管轄分）」の契約金額（単価等）について、以下のとおり提出します。

（令和９年度）
	区分
	業　務　内　容
	単　価
（円）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定額分
	・売払契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・新規貸付契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新（最低報酬額）

	
	
	

	
	・電柱等の貸付の契約更新

	
	
	

	
	・誤信使用財産等の現況等及び占使用者調査業務
	
	
	

	
	・境界確定補助業務における事前調査

	
	
	

	
	・境界確定補助業務における立会業務

	
	
	

	
	・国有財産台帳価格改定業務

	
	
	

	
	・予算決算及び会計令第99条第21号に基づく公共随契に係る時価貸付の改定・更新業務及び港湾法に基づく時価貸付の改定・更新業務
	
	
	

	
	・無償貸付契約の改定・契約更新

	
	
	

	
	・管理委託財産契約更新業務

	
	
	

	
	・その他一般管理業務
（車庫証明等の承認、承諾等事務、貸付財産に係る被災状況調査）
	
	
	

	
	・既往使用料の計算及び納付の折衝
・既往使用料納付確約書の取付け
・鑑定評価依頼等に係る決議書等の作成等
・増改築等の承認
・境界確定協議に係る決議書等の作成
・概算価格の計算及び買受勧奨
・その他附帯業務

	
	
	

	
	（注）単価には消費税及び地方消費税を含まないものとする。



	
区
分
	業　務　内　容
	平均的な告示
報酬額（円）
	割引率
（％）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定率分
	・売払契約

	
	
	
	

	
	・新規貸付契約

	
	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新
	
	
	
	

	
	（注）数値は正の整数又は０（ゼロ）とする。

	
	令和９年度計（円）
	


※　契約書第２４条で定める違約金額は、違約対象業務に係る委託費の額の倍額とする。
（注１）委託予定件数は予定であり、数量を保証するものではない。また、数量は国の都合により増減する。
（注２）国の都合により委託予定件数を変更しても受託者は損害賠償の請求をできないものとする。
（注３）内訳書は年度ごとに作成するものとする。ただし、各業務内容に係る各年度の単価及び割引率は全て同一のものとする。

	区分
	内容
	年間支払限度額

	立替金等
	令和９年度　遠隔地所在財産の現況等調査費
	


· 遠隔地所在財産の現況等調査費は、入札金額の対象としない。





内　訳　書

「普通財産の管理処分等業務に係る業務委託（本局管轄分）」の契約金額（単価等）について、以下のとおり提出します。

（令和１０年度）
	区分
	業　務　内　容
	単　価
（円）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定額分
	・売払契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・新規貸付契約（最低報酬額）

	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新（最低報酬額）

	
	
	

	
	・電柱等の貸付の契約更新

	
	
	

	
	・誤信使用財産等の現況等及び占使用者調査業務
	
	
	

	
	・境界確定補助業務における事前調査

	
	
	

	
	・境界確定補助業務における立会業務

	
	
	

	
	・国有財産台帳価格改定業務

	
	
	

	
	・予算決算及び会計令第99条第21号に基づく公共随契に係る時価貸付の改定・更新業務及び港湾法に基づく時価貸付の改定・更新業務
	
	
	

	
	・無償貸付契約の改定・契約更新

	
	
	

	
	・管理委託財産契約更新業務

	
	
	

	
	・その他一般管理業務
（車庫証明等の承認、承諾等事務、貸付財産に係る被災状況調査）
	
	
	

	
	・既往使用料の計算及び納付の折衝
・既往使用料納付確約書の取付け
・鑑定評価依頼等に係る決議書等の作成等
・増改築等の承認
・境界確定協議に係る決議書等の作成
・概算価格の計算及び買受勧奨
・その他附帯業務

	
	
	

	
	（注）単価には消費税及び地方消費税を含まないものとする。



	
区
分
	業　務　内　容
	平均的な告示
報酬額（円）
	割引率
（％）
	予定件数
（件）
	年間予定金額
（円）

	　定率分
	・売払契約

	
	
	
	

	
	・新規貸付契約

	
	
	
	

	
	・貸付料の改定又は契約更新
	
	
	
	

	
	（注）数値は正の整数又は０（ゼロ）とする。

	
	令和１０年度計（円）
	


※　契約書第２４条で定める違約金額は、違約対象業務に係る委託費の額の倍額とする。
（注１）委託予定件数は予定であり、数量を保証するものではない。また、数量は国の都合により増減する。
（注２）国の都合により委託予定件数を変更しても受託者は損害賠償の請求をできないものとする。
（注３）内訳書は年度ごとに作成するものとする。ただし、各業務内容に係る各年度の単価及び割引率は全て同一のものとする。

	区分
	内容
	年間支払限度額

	立替金等
	令和10年度　遠隔地所在財産の現況等調査費
	


· 遠隔地所在財産の現況等調査費は、入札金額の対象としない。




各年度の年間予定金額
	年　度
	年間予定金額（円）

	令和８年度
	

	令和９年度
	

	令和１０年度
	

	３ヵ年合計
	


· 各年度の年間予定金額に、遠隔地所在財産の現況等調査費は含まない。


令和　　年　　月　　日
商号又は名称

住　　　　所

代表者氏名 　　　　　　　　　      

支出負担行為担当官
　沖縄総合事務局総務部長　　殿



